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表紙Ｃ案*電子提供措置用*

第19回　定時株主総会

招集ご通知
　

I N D E X

▌第19回定時株主総会招集ご通知 ……………… 1
▌株主総会参考書類 ………………………………… 5
▌事業報告 …………………………………………… 13
▌連結計算書類 ……………………………………… 26
▌計算書類 …………………………………………… 28
▌監査報告 …………………………………………… 30

　

開催日時 2026年９月25日（金曜日）
午前10時　  受付開始 午前９時

開催場所 東京都中央区日本橋蛎殻町２丁目
１番１号
ロイヤルパークホテル　３階
｢ロイヤルホール｣

決議事項 第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員で

ある取締役を除く。)
４名選任の件

　

（証券コード1414）
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招集ご通知

証券コード　1414
（発送日）2026年９月3日

（電子提供措置の開始日）2026年９月1日
株　主　各　位

東京都中央区日本橋箱崎町７番８号

取締役社長 岸 本 達 也

当社ウェブサイト
https://www.sho-bondhd.jp/ir/stock/meeting/

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ショーボンドホールディングス」又は「コード」に当社
証券コード「1414」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通
知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

第19回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第19回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につ
いて電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりま
すので、いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげ
ます。

　なお、当日のご出席に代えてインターネット等又は書面（郵送）により議決権を行使すること
ができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年９月24日（木曜日）
午後５時30分までに議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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招集ご通知

１. 日 時 2026年９月25日（金曜日）午前10時（受付開始は午前９時）
２. 場 所 東京都中央区日本橋蛎殻町２丁目１番１号

ロイヤルパークホテル　３階「ロイヤルホール」
（末尾記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３. 目 的 事 項
報告事項 １. 第19期（2025年７月１日から2026年６月30日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算
書類監査結果報告の件

２. 第19期（2025年７月１日から2026年６月30日まで）
計算書類報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

● 当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、資源節約のため、
本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげます。

● 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトにお
いて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

● 会社法改正により、電子提供措置事項について各ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認いただくことを原
則とし、基準日までに書面交付請求をいただいた株主様に限り、書面でお送りすることとなりましたが、本
株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお
送りいたします。
なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、お送
りする書面には記載しておりません。
①　事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び運用状況」
②　連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」
③　計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」

従いまして、当該書面に記載しております事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人及び監査等
委員会が会計監査報告及び監査報告の作成に際して監査した事業報告、連結計算書類及び計算書類の一部で
あります。

● 本総会の決議結果につきましては、書面による決議通知の発送に代えて、本総会終了後、当社ウェブサイト
に掲載させていただきますので、ご了承くださいますようお願い申しあげます。

記

以　上
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議決権行使の方法についてのご案内

議決権行使のご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

インターネット等により
議決権を行使する方法

書面（郵送）により
議決権を行使する方法

株主総会に
ご出席する方法

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案の賛否をご
表示のうえ、ご返送ください。

当日ご出席の際は、お手数ながら議
決権行使書用紙を会場受付にご提出
ください。

行使期限 行使期限 株主総会開催日時

2026年９月24日（木曜日）
午後５時30分入力完了分まで

2026年９月24日（木曜日）
午後５時30分到着分まで

2026年９月25日（金曜日）
午前10時

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

● 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合
は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

ショーボンドホールディングス株式会社

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中ショーボンドホールディングス株式会社
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

議　案 原案に対する賛否
第１号 賛 否

賛 否第２号 但し　　　　を除く
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議決権行使の方法についてのご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
サイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使サイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 午前９時～午後９時）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
（注）１. 議決権行使サイトは、パソコンやスマートフォンからアクセスが可能です。ただし、毎日午前２時半から午前４時半までは取り扱

いを休止させていただきます。
２. インターネット等及び書面（郵送）の両方により議決権を行使された場合は、インターネット等によるものを有効な議決権行使とし

てお取り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権
行使としてお取り扱いいたします。

３. パソコンやスマートフォンによるインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使サイトがご利用できない場合があります。
４. 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様のご負担となります。

4
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
　期末配当に関する事項
　当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要課題として認識しており、業績に連動した
配当を安定的に行うことを基本方針としております。
　第19期の期末配当につきましては、2025年６月期から2027年６月期までの３カ年の連
結配当性向を60％とすることとしておりますので、この方針に基づき、中間配当は1株当た
り82円（株式分割前）としており、期末配当は1株当たり25円25銭といたしたいと存じま
す。
　なお、当社は、2026年1月1日付で、普通株式1株につき4株の割合で株式分割を行って
おります。当該株式分割後に換算しますと中間配当は1株当たり20円50銭、年間配当は1株
当たり45円75銭となります。

① 配当財産の種類
　金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき25円25銭といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は、5,063,449,160円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日
　2026年９月28日といたしたいと存じます。

5
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏 名 現在の当社における

地 位 及 び 担 当
取 締 役 会
出 席 状 況

１
　

再任　
きし
岸

 

　
 

　
もと
本

 

　
 

　
たつ
達

 

　
 

　
や
也 　代表取締役 社長 12回／12回

（100％）

２
　

再任　
しま
島

 

　
 

　
だ
田

 

　
 

　
たか
貴

 

　
 

　
やす
靖 　取締役 建設事業担当 12回／12回

（100％）

３
　

再任　
あら
荒

 

　
 

　
い
井

 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
せつ
摂 　取締役 グループ戦略担当

兼経営企画部長
12回／12回
（100％）

４
　

再任　
よし
芦

 

　
 

　
なか
中

 

　
 

　
みち
道

 

　
 

　
のり
徳 　取締役 管理部門担当

兼人事部長
9回／9回
（100％）

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（４名）は本総会の終結の時をもって任期満
了となりますので、取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名の選任をお願いするもので
あります。

なお、本議案について、指名・報酬等諮問委員会における検討を踏まえ監査等委員会において
検討がなされましたが、特段指摘すべき点はございませんでした。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

（注）芦中道徳氏は、2025年9月26日開催の第18回定時株主総会において、取締役に就任したため、出席対
　　　象となる取締役会の回数が他の取締役候補者と異なっております。

6
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取締役選任議案

１
候補者番号

　

きし

岸
 

　
もと

本
 

　
たつ

達
 

　
や

也
所有する当社の株式数 97,713株

当期における取締役会への出席状況 12／12回（100％)
　

(1963年４月８日生)

再　　　　　任

　

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
    2001年    4 月 ショーボンド建設株式会社入社

    2009年    4 月 同社横浜支店長

    2011年    4 月 同社取締役執行役員近畿圏支社長

    2012年    7 月 同社専務取締役近畿圏支社長

    2012年    9 月 当社取締役

    2013年    4 月 ショーボンド建設株式会社専務取締役営業本部長

    2015年    4 月 同社取締役副社長

    2017年    4 月 同社代表取締役社長

当社取締役経営企画部長

    2017年    9 月 当社代表取締役社長（現任）

    2021年    7 月 ショーボンド建設株式会社代表取締役社長兼営業本部長

2023年    4 月 同社代表取締役社長

2026年    4 月 同社代表取締役会長（現任）
　
【取締役候補者とした理由】

当社グループ会社における豊富な実務及び経営経験を有し、当社経営陣においてリーダー

シップを発揮して営業戦略等の実現を図ること等により、当社グループの経営を担ってお

ります。当社グループ全体の持続的な成長と企業価値向上の実現のために適切な人材と判

断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

7
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取締役選任議案

２
候補者番号

　

しま

島
 

　
だ

田
 

　
たか

貴
 

　
やす

靖
所有する当社の株式数 22,013株

当期における取締役会への出席状況 12／12回（100％)
　

(1969年4月13日生)

再　　　　　任

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
1992年    4 月 ショーボンド建設株式会社入社

2012年    4 月 同社東京支店長

2017年    4 月 同社執行役員中部支社長

2020年    4 月 同社取締役中部支社長

2021年    4 月 同社取締役首都圏北陸支社長

2023年    4 月 同社取締役営業本部長兼DX推進室長

2023年    9 月 同社常務取締役営業本部長兼DX推進室長

当社取締役事業戦略担当

2024年    9 月 ショーボンド建設株式会社常務取締役営業本部長兼東日本カンパニー長

2025年    9 月 当社取締役建設事業担当（現任）

2026年    4 月 ショーボンド建設株式会社代表取締役社長兼営業本部長（現任）
　
【取締役候補者とした理由】

当社グループ会社における豊富な実務及び経営経験を有し、新規事業や外部連携等の事業

戦略を立案する責任者として当社グループの経営を担っております。当社グループ全体の

持続的な成長と企業価値向上の実現のために適切な人材と判断し、引き続き取締役として

の選任をお願いするものであります。
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取締役選任議案

3
候補者番号

　

あら

荒
 

　
い

井
 

　
 

　
 

　
せつ

摂
所有する当社の株式数 9,560株

当期における取締役会への出席状況 12／12回（100％)
　

(1971年6月14日生)

再　　　　　任

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
    1995年    4 月 ショーボンド建設株式会社入社

2013年    4 月 同社大阪支店長

    2019年    4 月 同社営業本部営業部長

    2021年    4 月 同社執行役員近畿圏支社長

    2023年    4 月 同社上席執行役員首都圏北陸支社長

    2023年    9 月 同社取締役首都圏北陸支社長

    2024年    4 月 同社取締役海外事業部長（現任）

2024年    9 月 当社取締役販売事業担当

ショーボンドマテリアル株式会社代表取締役社長

2025年    9 月 当社取締役グループ戦略担当兼経営企画部長（現任）
　
【取締役候補者とした理由】

当社グループ会社における豊富な実務及び経営経験を有し、国内外の営業・販売に関する

方針を立案する責任者として当社グループの経営を担っております。当社グループ全体の

持続的な成長と企業価値向上の実現のために適切な人材と判断し、引き続き取締役として

の選任をお願いするものであります。

9
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取締役選任議案

4
候補者番号

　

よし

芦
 

　
なか

中
 

　
みち

道
 

　
のり

徳
所有する当社の株式数 33,287株

当期における取締役会への出席状況 9／9回（100％)
　

(1965年7月3日生)

再　　　　　任

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
    1995年    １月 ショーボンド建設株式会社入社

    2017年    ９月 同社管理本部経理部長

当社総務・財務部長兼コンプライアンス部長

    2019年    ４月 当社経営企画部経理室長

    2022年    ４月 当社総務部人事室長

ショーボンド建設株式会社管理本部人事部長

2022年    9 月 当社人事部長

2023年    ４月 ショーボンド建設株式会社執行役員管理本部人事部長

    2023年    ９月 同社取締役管理本部人事部長

    2024年    12月 当社人事部長兼総務部長

ショーボンド建設株式会社取締役管理本部人事部長兼総務部長

2025年    ４月 同社取締役管理本部長兼人事部長兼総務部長

2025年    ９月 当社取締役管理部門担当兼人事部長兼総務部長

2026年    ４月 当社取締役管理部門担当兼人事部長（現任）

ショーボンド建設株式会社取締役管理本部長兼人事部長（現任）
　
【取締役候補者とした理由】

企業管理に関する豊富な知識及び経験を有し、財務・会計及び管理部門の統括者として当

社グループの経営を担っております。当社グループ全体の持続的な成長と企業価値向上の

実現のために適切な人材と判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであり

ます。
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取締役選任議案

（注）１. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 上記所有株式数には、当社役員持株会名義の実質所有株式数が含まれております。
３. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。各候補者はすでに当該保

険契約の被保険者となっており、各候補者が取締役に選任され就任した場合、引き続き当該保険契
約の被保険者となります。また、当該保険契約は2027年２月に同内容での更新を予定しておりま
す。なお、当該保険契約の内容の概要は、「事業報告 ４.会社役員に関する事項 (3)役員等賠償責任
保険契約の内容の概要」に記載のとおりであります。
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スキルマトリックス

番号 氏 名 社内
社外 企業経営 財務・会計 ＨＲ 法務・コンプライアンス

リスクマネジメント グローバル 技術
Ｒ＆Ｄ

１ 岸本　達也 内 〇 〇 〇 〇
2 島田　貴靖 内 〇 〇 〇
３ 荒井　摂 内 〇 〇 〇
４ 芦中　道徳 内 〇 〇 〇 〇
５ 許斐　正顕 内 〇 〇 〇 〇
６ 三浦　悟 外 〇 〇 〇
７ 本郷　亮 外 〇 〇
８ 桑野　玲子 外 〇 〇

スキル項目 詳細
企業経営 企業経営、企業の重要な意思決定に携わった経験等を踏まえ経営に貢献
財務・会計 財務、会計に関する経験や知見を踏まえて経営に貢献
ＨＲ ＨＲとは、人的資源（Human Resources）のこと

人材戦略策定、人材開発・育成、ダイバーシティ、働き方改革等に関する知識や
経験を踏まえて経営に貢献

法務・コンプライアンス、
リスクマネジメント 法務・コンプライアンス、リスク管理に関する知識や経験を踏まえて経営に貢献

グローバル 海外事業展開等に関する知識や経験を踏まえて経営に貢献
技術、Ｒ＆Ｄ Ｒ＆Ｄとは、研究開発（Research and Development）のこと

技術、研究開発に関する知識や経験を踏まえて経営に貢献

　本総会において、第２号議案が原案どおり承認可決された場合の取締役会の構成及び専門性
は、以下のとおりです。

【各取締役の知識・経験・能力等（スキル・マトリックス）】

※上記一覧表は、対象者の有する全ての知見や経験を表すものではありません。

以　上
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況

事 業 報 告

（2025年 7 月 1 日から
2026年 6 月30日まで）

区 分 前連結会計年度
（2025年６月期）

当連結会計年度
（2026年６月期） 増減（△）率

国 内 建 設 事 業 78,247百万円 75,647百万円 △3.3％
そ の 他 の 事 業 3,935百万円 4,356百万円 10.7％
合 計 82,182百万円 80,004百万円 △2.7％

１. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度における当社グループの連結業績につきましては、受注高は、高速道路会
社の発注量が低迷するなか、国発注の工事獲得に注力したことで、国からの受注は増加しま
したが、地方自治体や高速道路会社の受注が前年を下回った結果、前期比2.7％減の800億
4百万円となりました。売上高は、耐震補強用材料及びカップリング材の販売増により工事
材料売上は増加した一方で、国及び高速道路会社の工事売上が低調であった結果、前期比
1.7％減の892億4百万円となりました。また、受注高が売上高を下回った結果、受注残高
は前期比11.3％減の724億98百万円となりました。

利益につきましては、売上高の減少はあったものの、売上総利益率が29.9％と前期に引
き続き高水準を維持できたことにより売上総利益が増加した結果、営業利益は前期比0.2％
増の208億31百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前期比2.5％増の154億39百万円
となり、14期連続で増益となりました。

なお、事業の種類別セグメントにおける受注高、売上高、受注残高は次のとおりであります。

（受注高）
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況

区 分 前連結会計年度
（2025年６月期）

当連結会計年度
（2026年６月期） 増減（△）率

国 内 建 設 事 業 86,776百万円 84,847百万円 △2.2％
そ の 他 の 事 業 3,935百万円 4,356百万円 10.7％
合 計 90,712百万円 89,204百万円 △1.7％

区 分 前連結会計年度
（2025年６月期）

当連結会計年度
（2026年６月期） 増減（△）率

国 内 建 設 事 業 81,698百万円 72,498百万円 △11.3％
そ の 他 の 事 業 ― ― ―
合 計 81,698百万円 72,498百万円 △11.3％

（売上高）

（受注残高）

（2）設備投資の状況
当連結会計年度に実施した設備投資の総額は、11億74百万円であります。その主なもの

は、当期竣工した八潮工場の建設費であります。

（3）資金調達の状況
該当事項はありません。
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財産及び損益の状況

85,41983,924

第17期第16期

90,712

第18期

89,204

第19期

（百万円）売上高≫
19,666

18,124

第17期第16期

20,794

第18期

20,831

第19期

（百万円）営業利益≫

14,321
12,887

第17期第16期

15,061

第18期

15,439

第19期

13.4％ 14.2％ 14.5％ 14.6％

（百万円）親会社株主に帰属する当期純利益/ROE≫
■当期純利益　 ROE

第17期第16期

130,141122,280

104,42598,076

第18期

129,155

106,392

第19期

129,858

108,376

≫ （百万円）総資産/純資産
■総資産　■純資産

68.43
60.88

第17期第16期

73.01

第18期

76.08

第19期

（円）１株当たり当期純利益≫
495.29465.60

第17期第16期

514.51

第18期

533.19

第19期

（円）１株当たり純資産≫

区 分 第　16　期
（2023年６月期）

第　17　期
（2024年６月期）

第　18　期
（2025年６月期）

第　19　期
（当連結会計年度）
（2026年６月期）

売 上 高 (百万円) 83,924 85,419 90,712 89,204
営 業 利 益 (百万円) 18,124 19,666 20,794 20,831
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (百万円) 12,887 14,321 15,061 15,439

1株当たり当期純利益(円) 60.88 68.43 73.01 76.08
総 資 産 (百万円) 122,280 130,141 129,155 129,858
純 資 産 (百万円) 98,076 104,425 106,392 108,376
1 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 465.60 495.29 514.51 533.19
自己資本利益率(ＲОＥ)(％) 13.4 14.2 14.5 14.6

（4）財産及び損益の状況

　(注) 2026年1月1日付で普通株式1株につき普通株式4株の割合で株式分割を行っております。第16期の期首
　　　に当該株式分割が行われたと仮定して、1株当たり当期純利益、1株当たり純資産を算定しております。
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重要な子会社の状況、特定完全子会社に関する事項

会　　 社 　　名 資　本　金 当　社　の
議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

シ ョ ー ボ ン ド 建 設 株 式 会 社 百万円
10,100

％
100  インフラ構造物の補修補強工事の請負

ショーボンドマテリアル株式会社 230 100  工事用材料及びメカニカル管継手の
 製造、販売

（5）重要な子会社の状況

（6）特定完全子会社に関する事項
① 特定完全子会社の名称及び住所

ショーボンド建設株式会社
東京都中央区日本橋箱崎町７番８号

② 当社及び完全子会社等における特定完全子会社の株式の当事業年度の末日における帳簿
価額の合計額
39,523百万円

③ 当社の当事業年度に係る貸借対照表の資産の部に計上した額の合計額
43,642百万円
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対処すべき課題

（7）対処すべき課題
　「中期経営計画2027」（2025年6月期～2027年６月期）では、「事業性と社会性を追
求した企業価値の向上」を基本方針として、持続的な利益成長と社会課題への取り組みの両
立に向けて各施策を遂行しております。「事業戦略」のうち、「海外事業のビジネスモデル
再構築」におきましては、インドにおける橋梁補修技術の制度化・市場展開実証事業が経済
産業省の「グローバルサウス未来志向型共創等事業費補助金（小規模実証）」に採択されま
した。インドにおける将来的な市場展開に向け、当社技術のインド国内での制度化・規格化
に向けた取り組みが進んでおります。また、ショーボンド建設が参画する共同提案体が、国
土交通省が実施する「民間提案型官民連携モデリング事業」に採択されるなど、「国・自治
体の新たな取り組みへの参画」においても着実に成果を上げることができました。今後も市
場環境を注視し、全社最適となる受注戦略に注力するとともに、海外事業の再構築及びメン
テナンス市場における周辺領域の強化、並びに新領域の開拓を進めてまいります。

　国内インフラメンテナンス市場では、「加速化するインフラの老朽化」と「激甚化・頻発
化する自然災害」といった社会課題に対し、国を挙げて基本計画に基づく取り組みが実施さ
れております。2023年の国土強靭化基本法改正により、予算措置を伴う「実施中期計画」
の策定が義務化され、2025年６月６日に閣議決定された「第１次国土強靭化実施中期計
画」において、防災インフラの整備・管理をはじめとする各施策に対し、2026年度からの
５年間でおおむね20兆円強程度の事業規模が想定されております。こうした公共政策の動
向を踏まえ、中長期的な国内インフラメンテナンス市場の受注環境は堅調な状況が続くもの
と想定しております。
「中期経営計画2027」最終年度となる2027年6月期の連結業績予想は、売上高は当期比
0.9％増の900億円、営業利益は当期比0.8％増の210億円、親会社株主に帰属する当期純利
益は当期比0.4%増の155億円と、「中期経営計画2027」で掲げた財務目標の達成は厳しい
状況となりました。一方で、受注高は当期比18.7%増の950億円といたしました。当期の発
注量が低水準で推移したNEXCO東日本において、耐震補強工事発注の回復を見込んでお
り、全社最適となる受注戦略に注力し、期末の受注残積み上げに努めてまいります。

　次期「中期経営計画」の検討作業を始めております。国内外のインフラメンテナンス市場
に関する動向及び資本コストや株価を意識した経営等、上場企業を取り巻く経営環境の変化
に対応すべく、これまで強化してきた社内リソースを活用し、持続的な利益成長と安定的な
株主還元の実現を目指してまいります。
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対処すべき課題

区 分 2026年６月期実績 2027年６月期予想 2027年６月期
中期経営計画

売 上 高 892.0億円 900億円 1,000億円
営 業 利 益 208.3億円 210億円 220億円
当 期 純 利 益 154.3億円 155億円 156億円
自 己 資 本 利 益 率 ( Ｒ Ｏ Ｅ ) 14.6％ 14.4％程度 14.5％程度

区 分 2026年６月期実績 2027年６月期予想 2027年６月期
中期経営計画

配 当 性 向 60.1％ 60.1％ 60％
総 還 元 性 向 92.1％ 91.8％ 90％
自 己 株 式 取 得 50億円 50億円 50億円

政 策 保 有 株 式 の 削 減 額 25億円
(2年累計) 5億円 30億円

(3年累計)

＜「中期経営計画2027」（2025年６月期～2027年６月期）の骨子＞
　１. 基本方針
　『事業性と社会性を追求した企業価値の向上』
　 （1）大型工事の受注拡大に向けた競争力強化
　 （2）海外事業のビジネスモデル再構築
　 （3）ＤＸによる生産性向上と働き方改革の推進
　 （4）資本コストや株価を意識した経営の実現
　 （5）非財務資本の活用による企業価値の更なる向上

　２. 財務目標

　３. 資本政策

※政策保有株式の削減額は、2024年6月期末の株価を基に算出しております。
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主要な事業内容、主要な営業所及び工場、使用人の状況

主 要 な 事 業 主　　な　　工　　事　　・　　製　　品　　内　　容

国 内 建 設 事 業

インフラ構造物の補修・補強工事の請負及び関連する製品の販売
主な工事：橋梁補修、橋梁補強、橋梁耐震補強、建物耐震補強、その他構造物

（トンネル、上下水道、港湾他）の補修補強
主な製品：せん断ストッパー、緩衝チェーン、ＫＴブレース、ＡＩジョイント、

ネオライナーＥＸライニング工法、ＣＡＰ工法、ＳＢＬＮジェル

そ の 他 の 事 業
工事用材料の製造、販売及びメカニカル管継手の製造、販売
主な製品：ショーボンドグラウト、＃101、＃202（コンクリート用接着剤）、

床版用浸透型防水材、ＣＰＪ－Ｌ、ストラブカップリング

（8）主要な事業内容（2026年６月30日現在）

会　　社　　名 主　　　　要　　　　な　　　　拠　　　　点

当 社 本社（東京都中央区）

シ ョ ー ボ ン ド 建 設
株 式 会 社

本社（東京都中央区）、北日本支社（宮城県仙台市）、首都圏北陸支社（東京都
江東区）、中部支社（愛知県名古屋市）、近畿圏支社（大阪府大阪市）、西日本
支社（広島県広島市）、補修工学研究所（茨城県つくば市）

ショーボンドマテリアル
株 式 会 社 本社（東京都中央区）、川越工場（埼玉県川越市）、八潮工場（埼玉県八潮市）

（9）主要な営業所及び工場（2026年６月30日現在）

使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

1,068名 17名増

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平　均　年　齢 平 均 勤 続 年 数

23名 1名増 43.2歳 11.7年

（10）使用人の状況（2026年６月30日現在）
① 企業集団の使用人の状況

② 当社の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業員数を記載しております。
２. 平均勤続年数は、当社グループでの勤続年数を通算しております。
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会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

（1）発行可能株式総数 480,000,000株

（2）発行済株式の総数 218,980,720株（自己株式18,448,080株を含む）

（3）株主数 79,841名

株　　　　　　　主　　　　　　　名 持　　　 株 　　　数 持　　株　　比　　率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 23,573千株 11.76％

一 般 財 団 法 人 上 田 記 念 財 団 21,632 10.79

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 16,381 8.17

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 14,136 7.05

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 9,253 4.61

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 8,470 4.22

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 5,703 2.84
BBH FOR FIAM GR TR FOR EMPLOYEE BENE PLNS:FIAM INTL EQ GROWTH COM POOL 2,986 1.49

損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社 2,448 1.22

Ｊ Ｐ モ ル ガ ン 証 券 株 式 会 社 2,390 1.19

野村證券株式会社及びその共同保有者３名 8,453,010株（2026年1月9日現在）
株式会社三菱ＵＦＪ銀行及びその共同保有者2名 15,220,520株（2026年5月8日現在）
フィデリティマネジメントアンドリサーチカンパニー
エルエルシー及びその共同保有者3名

21,897,853株（2026年7月7日現在）

２. 会社の株式に関する事項（2026年６月30日現在）

　（注）2026年1月1日付にて実施した株式分割（1株を4株に分割）に伴い、発行可能株式総数は
　　　　360,000,000株増加しております。

　（注）2026年1月1日付にて実施した株式分割（1株を4株に分割）に伴い、発行済株式の総数は
　　　　164,235,540株増加しております。

（4）大株主（上位10名）

（注）１. 持株比率は自己株式（18,448,080株）を控除して計算しております。
２. 持株数は、千株未満を切り捨てて記載しております。
３. 次のとおり大量保有報告書が提出されておりますが、当社としては2026年６月30日現在の株主名

簿に従って記載しております。

３. 会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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会社役員に関する事項

会社における地位 氏　　　名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 岸　本　達　也 ショーボンド建設株式会社代表取締役会長

取 締 役 島　田　貴　靖 建設事業担当、ショーボンド建設株式会社代表取締役社長兼営業
本部長

取 締 役 荒　井　　　摂 グループ戦略担当兼経営企画部長、ショーボンド建設株式会社取
締役海外事業部長

取 締 役 芦　中　道　徳 管理部門担当兼人事部長、ショーボンド建設株式会社取締役管理
本部長兼人事部長

取 締 役
（常勤監査等委員） 許　斐　正　顕

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 三　浦　　　悟 三浦公認会計士事務所代表、株式会社ノダ社外監査役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 本　郷　　　亮 本郷綜合法律事務所代表

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 桑　野　玲　子 東京大学生産技術研究所教授

４. 会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等（2026年６月30日現在）

（注）１. 取締役三浦悟氏、本郷亮氏及び桑野玲子氏は社外取締役であります。
２. 常勤監査等委員である取締役許斐正顕氏は、2025年9月26日開催の第18回定時株主総会終了後に

開催された監査等委員会において、監査等委員の互選により常勤監査等委員に就任いたしました。
当社では、社内事情に精通した者を配置し、内部監査部門等と緊密に連携して情報を得る等によ
り、実効性のある監査・監督体制を確保するため、常勤の監査等委員を選定しております。

３. 当社は、取締役三浦悟氏、本郷亮氏及び桑野玲子氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４. 監査等委員である取締役三浦悟氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当
程度の知見を有しております。
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会社役員に関する事項

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、各社外取締役との間で、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結

しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額で
あります。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社及び「事業報告 １.企業集団
の現況に関する事項 (5)重要な子会社の状況」に記載の当社子会社の取締役であり、被保険
者は保険料の約１割にあたる額を負担しております。

当該保険契約により、株主や第三者等から損害賠償請求を提起された場合において、被保
険者が負担することになる損害賠償金・争訟費用等の損害を填補することとしております。
ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、法令違反の行為で
あることを認識して行った行為の場合には填補されない等、一定の免責事由があります。

（4）取締役の報酬等
① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　 当社は、取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、「取締
役」という。）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議しており、その概要は次の
とおりであります。

　 当社はグループ会社の監督機能を担う持株会社であるため、当社の取締役の報酬は基本
報酬のみとしております。また、基本報酬の支給については、金銭による月例の固定報酬
としております。

　 なお、当社の取締役は、いずれかの子会社の取締役を兼務しており、報酬は当社と子会
社それぞれの業務のウェイトを勘案し、負担割合を決定して、子会社の報酬月額に乗じて
決定しております。

　 また、業績に応じて支給する賞与は、それぞれの属する子会社にて支給しております。
　 報酬等の決定にあたっては、子会社の支給分も含めて代表取締役社長が報酬案を作成
し、当社の社外取締役及び代表取締役社長から構成される指名・報酬等諮問委員会に諮っ
て、取締役会で決定しております。

　 当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、指名・報酬等諮
問委員会が原案について多角的な検討を行い、取締役会はその答申を参酌し決定している
ことから、当該方針に沿うものであると判断しております。
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会社役員に関する事項

区　　　　　分 支 給 人 員 支　給　額
報酬等の種類別の総額

基　本　報　酬
取締役（監査等委員を除く）

（うち社外取締役）
5名

（―）
94百万円

（―）
94百万円

（―）
取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

4名
（3名）

38百万円
（21百万円）

38百万円
（21百万円）

合　　　　　計 9名
（3名）

133百万円
（21百万円）

133百万円
（21百万円）

区　　　分 氏　　　名
取　締　役　会
（12回開催）

監査等委員会
（11回開催）

出 席 回 数 出　席　率 出 席 回 数 出　席　率
取 締 役

（ 監 査 等 委 員 ） 三　浦　　　悟 12回 100％ 11回 100％

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 本　郷　　　亮 12回 100％ 11回 100％

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 桑　野　玲　子 12回 100％ 11回 100％

② 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は年額350百万円以内（ただし、使用人分給
与は含まない）、監査等委員である取締役の報酬限度額は年額50百万円以内とし、それぞれ2015年９
月25日開催の第８回定時株主総会において決議されております。なお、当該定時株主総会終結時点の取
締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は６名（うち社外取締役０名）、監査等委員である取
締役の員数は３名（うち社外取締役２名）であります。

（5）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　 取締役三浦悟氏は、三浦公認会計士事務所代表であり、株式会社ノダ社外監査役でありま
す。なお、当社と同所・同社との間には重要な取引、その他の関係はありません。

　 取締役本郷亮氏は、本郷綜合法律事務所代表であります。なお、当社と同所との間には
重要な取引、その他の関係はありません。

　 取締役桑野玲子氏は、東京大学生産技術研究所教授であります。なお、当社と同校との
間には重要な取引、その他の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

 （注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第28条の規定に基づき、取締役会決議
　　　 があったものとみなす書面決議が1回ありました。
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会社役員に関する事項

③ 社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
　 取締役三浦悟氏は、公認会計士としての専門知識・経験及び企業の顧問会計士としての
豊富な経験等に基づき、出席した取締役会及び監査等委員会において、議案審議等に必要
な発言を適宜行っております。また、指名・報酬等諮問委員会の委員として、出席した委
員会において、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程に
おける監督機能を担っております。

　 取締役本郷亮氏は、弁護士としての専門知識・経験及び企業の顧問弁護士としての豊富
な経験等に基づき、出席した取締役会及び監査等委員会において、議案審議等に必要な発
言を適宜行っております。また、指名・報酬等諮問委員会の委員長として、出席した委員
会において、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程にお
ける監督機能を主導しております。

　 取締役桑野玲子氏は、東京大学の教授として有する土木分野における深い学識と経験に
基づき、出席した取締役会及び監査等委員会において、議案審議等に必要な発言を適宜行
っております。また、指名・報酬等諮問委員会の委員として、出席した委員会において、
客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能
を担っております。
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会計監査人の状況

支　　　払　　　額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 9百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 29百万円

５. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称　　　　　監査法人和宏事務所

（2）当事業年度に係る報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年度に係る報酬等の
額にはこれらの合計額を記載しております。

・会計監査人の報酬額の同意について
監査等委員会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する

実務指針」を踏まえ、前事業年度の監査実績の分析・評価、監査計画における監査時間・配
員計画、会計監査人の職務遂行状況、報酬見積の相当性などを確認し、検討した結果、会計
監査人の報酬額につき会社法第399条第１項の同意を行っております。

（3）非監査業務の内容
子会社における従業員への賃金引き上げ計画の表明書に対する賃上げ実績の確認業務に対
し、対価を支払っております。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。また、監査
等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満は切捨てて表示しております。また比率は、表示単位未満を
四捨五入して表示しております。
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連結貸借対照表

連 結 貸 借 対 照 表

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産
現 金 預 金
受取手形・完成工事未収入金等
電 子 記 録 債 権
有 価 証 券
未 成 工 事 支 出 金
そ の 他 の 棚 卸 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 ・ 構 築 物
機 械 装 置 ・ 運 搬 具
工 具 器 具 ・ 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
土地再評価に係る繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

98,969
25,760
57,833
1,655
11,487

28
1,171
1,070
△38

30,888
16,511
6,970
282
157
9,033
52
14

259
14,116
11,463
1,402
247
688
328
△14　

流 動 負 債 19,043
支払手形・工事未払金等 5,287
未 払 法 人 税 等 3,986
未 成 工 事 受 入 金 3,680
役 員 賞 与 引 当 金 150
完 成 工 事 補 償 引 当 金 176
工 事 損 失 引 当 金 155
そ の 他 5,607

固 定 負 債 2,437
繰 延 税 金 負 債 1,272
完 成 工 事 補 償 引 当 金 318
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 5
退 職 給 付 に 係 る 負 債 728
そ の 他 113
負 債 合 計 21,481

純 資 産 の 部
株 主 資 本 103,292

資 本 金 5,000
資 本 剰 余 金 29,441
利 益 剰 余 金 86,053
自 己 株 式 △17,202

その他の包括利益累計額 3,629
その他有価証券評価差額金 4,526
土地再評価差額金 △1,496
為替換算調整勘定 256
退職給付に係る調整累計額 341

非 支 配 株 主 持 分 1,454
純 資 産 合 計 108,376

資 産 合 計 129,858 負 債 ・ 純 資 産 合 計 129,858

（2026年６月30日現在）
(単位：百万円)
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連結損益計算書

連 結 損 益 計 算 書

（2025年 7 月 1 日から
2026年 6 月30日まで）

売 上 高 89,204
売 上 原 価 62,518
売 上 総 利 益 26,686

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,855
営 業 利 益 20,831

営 業 外 収 益 705
受 取 利 息 73
受 取 配 当 金 300
受 取 保 険 金 88
受 取 賃 貸 料 43
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 167
そ の 他 31

営 業 外 費 用 50
支 払 手 数 料 22
賃 貸 費 用 15
そ の 他 12
経 常 利 益 21,485

特 別 利 益 1,138
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,138

特 別 損 失 51
固 定 資 産 除 却 損 51

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 22,572
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 7,153
法 人 税 等 調 整 額 △91 7,061
当 期 純 利 益 15,511
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 72
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 15,439

(単位：百万円)
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貸借対照表

貸 借 対 照 表

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産
現 金 預 金
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

　

2,171
2,147

8
14

41,471
0
0

41,470
41,453

10
6
0

　

流 動 負 債 99
未 払 金 30
未 払 費 用 7
未 払 配 当 金 31
未 払 法 人 税 等 11
そ の 他 18

固 定 負 債 3
退 職 給 付 引 当 金 3
負 債 合 計 102

純 資 産 の 部
株 主 資 本 43,539
資 本 金 5,000
資 本 剰 余 金 29,263
資 本 準 備 金 1,250
そ の 他 資 本 剰 余 金 28,013

利 益 剰 余 金 26,479
そ の 他 利 益 剰 余 金 26,479
繰 越 利 益 剰 余 金 26,479

自 己 株 式 △17,202
純 資 産 合 計 43,539

資 産 合 計 43,642 負 債 ・ 純 資 産 合 計 43,642

（2026年６月30日現在）
(単位：百万円)
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損益計算書

損 益 計 算 書

（2025年 7 月 1 日から
2026年 6 月30日まで）

営 業 収 益 16,105

営 業 費 用 604

営 業 利 益 15,500

営 業 外 収 益 42

受 取 利 息 33

そ の 他 8

営 業 外 費 用 19

支 払 手 数 料 19

そ の 他 0

経 常 利 益 15,523

税 引 前 当 期 純 利 益 15,523

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 12

法 人 税 等 調 整 額 △3 8

当 期 純 利 益 15,514

(単位：百万円)
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会計監査人の連結計算書類に係る監査報告

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 大 塚 尚 吾
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 鹿 倉 良 洋

独立監査人の監査報告書
2026年８月14日

ショーボンドホールディングス株式会社
取締役会　御中

監　査　法　人　和　宏　事　務　所
東京都千代田区

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ショーボンドホールディングス株式会社の2025年７月１日から2026
年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ショーボン
ドホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査
法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関
する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立して
おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手したと判断している。

強調事項
　連結注記表の重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、2026年８月10日開催の取締役会において、自
己株式取得に係る事項を決議している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ
る。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容
に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連
結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること
が求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の連結計算書類に係る監査報告
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会計監査人の連結計算書類に係る監査報告

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを
評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判
断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続
企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明
することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象
を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する
ために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任が
ある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を
含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の
独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容
可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

31



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2026/08/20 12:01:21 / 26335200_ショーボンドホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

会計監査人の計算書類に係る監査報告

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 大 塚 尚 吾
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 鹿 倉 良 洋

独立監査人の監査報告書
2026年８月14日

ショーボンドホールディングス株式会社
取締役会　御中

監　査　法　人　和　宏　事　務　所
東京都千代田区

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ショーボンドホールディングス株式会社の2025年７月１日か
ら2026年６月30日までの第19期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類
等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査
法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査
人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

強調事項
　個別注記表の重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、2026年８月10日開催の取締役会において、自
己株式取得に係る事項を決議している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ
る。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に
対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算
書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること
が求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の計算書類に係る監査報告
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会計監査人の計算書類に係る監査報告

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示する
ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか
どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判
断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業
は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正
に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を
含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の
独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容
可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

33



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2026/08/20 12:01:21 / 26335200_ショーボンドホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2025年７月１日から2026年６月30日までの第19期事業年度における取締役の職務の執行について監査
いたしました。その方法及び結果につき、以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に
基づき整備されている体制(内部統制システム)について、取締役会に定期的に報告される構築及び運用の状況を確認し、必要
に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
①　監査等委員会が定めた当期の監査方針、職務の分担等に従い、中核子会社の監査役、内部監査部門及び内部統制所管部
門と連携の上、重要な会議に出席・陪席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に
応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、当社及び子会社における業務及び財産の状況を確認いたしました。
②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の遂行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に
行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(2005
年10月28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表)について検討いたしました。

２. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業
報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人である監査法人和宏事務所の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人である監査法人和宏事務所の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年８月17日
ショーボンドホールディングス株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 許 斐 正 顕 ㊞
監査等委員 三 浦 　 悟 ㊞
監査等委員 本 郷 　 亮 ㊞
監査等委員 桑 野 玲 子 ㊞

　

監査等委員会の監査報告

（注）監査等委員三浦悟氏、本郷亮氏及び桑野玲子氏は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。
以　上
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地図

会　場 ロイヤルパークホテル　３階「ロイヤルホール｣
東京都中央区日本橋蛎殻町２丁目１番１号
電話（03）3667-1111
https://www.rph.co.jp/

● 東京メトロ半蔵門線水天宮前駅（４番出口）直結
● 東京メトロ日比谷線人形町駅（Ａ２出口）より徒歩５分
● 都営浅草線人形町駅（Ａ３出口）より徒歩８分

  ※株主総会ご出席株主様へのお土産の配布はございません。
  　何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます｡

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図
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